
深谷市 16

面　積 市町村類型 Ⅲ－１ Ⅰ－４ 区  　分 決算額 構成比 増減率 うち経常一般財源収入 区  　分 増減率

令 和 2 年 141,268人 令 和 2 年 1,021人 地方税 19,692,432 30.5 2.3 138,991 円 19,151,525 議会費 0.0 円

平 成 27 年 143,811人 平 成 27 年 1,039人 第１次 第２次 第３次 地方譲与税 647,548 1.0 △ 0.6 4,570 円 647,548 総務費 30.3 円

増 加 率 -1.8% 令 和 2 年 67,067人 5,070人 19,588人 42,343人 利子割交付金 7,120 0.0 △ 38.3 50 円 7,120 民生費 △ 7.4 円

R5.1.1 141,681人 平 成 27 年 66,775人 7.6 29.2 63.2 配当割交付金 102,792 0.2 △ 9.0 726 円 102,792 衛生費 12.1 円

R4.1.1 142,383人 5,446人 20,364人 40,708人 株式等譲渡所得割交付金 80,115 0.1 △ 40.2 565 円 80,115 労働費 △ 0.2 円

増 加 率 -0.5% 8.2 30.6 61.2 地方消費税交付金 3,334,808 5.2 3.4 23,537 円 3,334,808 農林水産業費 52.8 円

ゴルフ場利用税交付金 42,168 0.1 0.0 298 円 42,168 商工費 145.7 円

自動車税環境性能割交付金 113,281 0.2 30.3 800 円 113,281 土木費 11.6 円

法人事業税交付金 253,565 0.4 11.8 1,790 円 253,565 消防費 6.1 円

地方特例交付金 169,268 0.3 △ 51.9 1,195 円 169,268 教育費 4.5 円

地方交付税 8,190,149 12.7 7.5 57,807 円 7,476,948 公債費 7.4 円

   うち　普通交付税 7,476,948 11.6 8.2 52,773 円 7,476,948 災害復旧費 0.0 円

　　　    特別交付税 713,201 1.1 0.7 5,034 円 0 諸支出金 -

交通安全対策交付金 20,991 0.0 △ 6.4 148 円 20,991 繰上充用金 -

分担金・負担金 671,714 1.0 △ 22.0 4,741 円 0 合　　計 8.8 円

使用料・手数料 523,756 0.8 0.4 3,697 円 0

国庫支出金 11,862,742 18.4 △ 16.0 83,729 円 0 × ○ ○

県支出金 4,106,564 6.4 8.8 28,985 円 0 ○ × ×

財産収入 634,983 1.0 75.0 4,482 円 363,524 × × ○

寄附金 871,647 1.3 107.0 6,152 円 0 ○ × ×

繰入金 963,525 1.5 △ 24.5 6,801 円 0 × ○ ×

繰越金 7,468,210 11.6 58.0 52,711 円 0 ○ × ○

諸収入 2,682,599 4.2 98.2 18,934 円 35,908

地方債 2,023,000 3.1 △ 42.0 14,279 円 -

構成比

区　   分 決算額 構成比 増減率

職員数 平均年齢 人件費 9,364,130 15.6 1.0 66,093 円

678 42.7歳    うち　職員給 6,168,453 10.3 0.6 43,538 円

63 40.3歳 扶助費 15,597,662 26.0 △ 10.6 110,090 円

223 39.4歳 公債費 3,322,391 5.5 7.4 23,450 円

18 53.4歳 物件費 11,011,653 18.4 29.9 77,721 円

- - 維持補修費 162,290 0.3 68.5 1,145 円

982 42.0歳 補助費等 4,820,840 8.0 32.8 34,026 円

決算額    うち　組合分 1,290,326 2.2 5.8 9,107 円

232,657 　 　　　組合分以外 3,530,514 5.9 46.5 24,919 円

768,051 繰出金 4,319,810 7.2 △ 10.4 30,490 円

- 貸付金 96,632 0.2 △ 7.3 682 円

- 投資及び出資金 198,067 0.3 △ 7.4 1,398 円

- 0.0 積立金 4,977,507 8.3 137.5 35,132 円

1,812,155 2.7 普通建設事業費 6,141,643 10.2 3.8 43,348 円

902,638    うち　補助事業 1,107,208 1.8 △ 4.4 7,815 円

- 　 　　　単独事業 5,033,451 8.4 5.9 35,527 円

1,605,017 　　 　　その他 984 0.0 △ 80.9 7 円

災害復旧事業費 0 0.0 0.0 0 円

27,939,891 87.9

-

実 質 徴 収 率 98.6 合　　計 60,012,625 100.0 8.8 423,575 円 37,937,057

-

老人保健医療事業 2,838,384 - -
定 額 運 用
基金現在高

土 地 開 発
基 金

1,487,000

国民健康保険事業
計 19,692,432

後期高齢者医療事業会計
徴 収 率 98.6

984 - -

収 益 事 業 収 入 額 62,300 合　          計 5,320,518

0 -

特 定 目 的
基 金

10,095,838
宅地造成事業 入 湯 税 4,151 3,992,772

100.0
285,085 -

174,067 76,964 0.2

- -

介護保険事業 都 市 計 画 税 540,907 3,124,453 - -

0.0
2,847,683 1,216,952 3.8

下水道事業 3,491,624 3,138,807 9.9

積 立 金
現 在 高

財 政 調 整
基 金

15,863,589
上水道事業

特 別 土 地 保 有 税 0

減 債 基 金 1,689,358
農業集落排水事業

その他の法定普通税 - -
0 0 0.0

特定地域生活排水事業

2,333,250 7.3

区　      分 公営企業等への繰出 1,116,298 1,116,298 3.5

合       計 319,209円
市 町 村 た ば こ 税 1,060,986 5.4

3,963,981

6,190,721 19.5

臨時職員 - 111,067 70,265 0.2

技能労務職員 332,289円
軽 自 動 車 税 489,070 2.5

6,938,821

4,347,029 13.7

消防職員 306,995円 3,242,446 3,242,446 10.2

教育公務員 291,397円
固 定 資 産 税 8,755,208 44.5

4,347,029

8,540,409 26.9

一般職員 325,463円 5,517,084 - -

区　     分 １人あたり給料月額
法 人 1,215,026 6.2

8,550,797

歳     　出　     内     　訳    　（  　性    　質    　別　  ）

住民１人当 一般財源 うち経常一般財源 経常収支比率

2.9 454,988 円 31,799,561合　　計 64,462,977 100.0

実質単年度収支
（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ）Ｊ

3,954,095 265,273

区     　分 決　算　額

市 町 村
民 税

　　　　　　　　　　Ｉ 職員１人あたり人口 144人 

個 人 7,627,084 38.7

小 ・ 中 学 校 介 護 保 険

　　　　　　　　　　Ｈ 地方債現在高の標準財政規模に対する割合 147.7

積立金取崩額
622,201

債務負担翌年度以降支出予定額 26,585,803

繰上償還金
0 0

財政調整基金残高の標準財政規模に対する割合 50.4 民 生 ・ そ の 他

常 備 消 防 国 民 健 康 保 険

　　　　　　　　　　Ｇ ラスパイレス指数 99.1 老 人 福 祉 施 設 消 防 災 害 補 償 老 人 保 健

積立金
1,616,642 2,545,653

地方債現在高 46,511,063 総 務 ・ そ の 他

　　　　　　　　　　Ｆ 将来負担比率 - 事 務 機 共 同 火 葬 場 収 益 事 業

じ ん か い 処 理 教 育 ・ そ の 他

単年度収支
2,959,654 △ 2,280,380

実質公債費比率 △ 2.0 退 職 手 当 し 尿 処 理 そ の 他

実質収支
5,968,020 3,687,640

実質赤字比率 - 一　部　事　務　組　合　加　入　の　状　況

　（Ｃ－Ｄ）　　　 Ｅ 連結実質赤字比率 - 議 員 公 務 災 害

- - -

　　　　　　　　　　Ｄ 経常収支比率 87.9 60,012,625 99.9 423,641 37,937,057

翌年度に繰越すべき財源
1,500,190 762,712

公債費負担比率 7.6 0

0.0 0 0

　　　　　　　　　　Ｃ 実質収支比率 11.7 0 - - -

歳入歳出差引額
7,468,210 4,450,352

財政力指数 0.73 0

1,678,836

8.6 36,414 4,296,155

　　　　　　　　　　Ｂ 標準財政規模 31,493,050 3,322,391 5.5 23,450 3,242,446

歳出総額
55,172,334 60,012,625

標準税収入額等 23,243,302 5,159,115

6.4 27,301 1,023,084

歳入総額
62,640,544 64,462,977

基準財政需要額 25,857,098 6,443,457 10.7

区     　分 令和3年度 令和4年度 区   　分 指　数　等 3,868,086

45,479 4,516,148

　　　　　　　　　　Ａ 基準財政収入額 18,380,948 2,279,366 3.8 16,088

国 勢 調 査
人 口 密 度

産　業　構　造 287,074 0.5 2,026 287,074

区   　分 8,559,132 14.3 60,411 7,577,640

人 口 集 中
地 区 人 口

基 本 台 帳

4,860,251 8.1 34,304 3,635,959

R5.1.1 世 帯 数 62,037 平成27年
62,687

就 業
人 口

令 和 2 年
23,302,937 38.8 164,475

0.1 442 16,963

1,868,129 3.1 13,185 1,292,041

10,370,711

令 和 4 年 度 普 通 会 計 決 算 状 況

（単位：千円 ・％）

歳　   入   　内   　訳 歳  　出  　内  　訳  　（ 　目　 的　 別 　）

人   　口 138.37  ｋ㎡ R4年度交付税種地区分 住民１人当 決算額 構成比 住民１人当 一般財源


